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一方， D'A veni (1994)が提示したハイノfー コンペテイション理論は， PorterやBarneyの
競争しない競争戦略ではなく，ライバル企業よりもより積極的な競争行動を採用する企業が短
期的な競争優位の連鎖を獲得することを主張したもので.いわゆる競争する競争戦略論である
(入山， 2012， p.66)。以下に示すように，多くの研究で，競争優位性に対する競争行動 lの有効
性が実証的に認められている。









が，なぜ、そうなるのかという点については答えてはいない。この点に関して， Barnett (2008) 
i ライバルよりも，最的に多く.投入スピードが述く より抜靴な行動をとり その行動がより予iJ!lJ不可能で
ある企業行動。














た (Delacourand Liarte. 2012)。
マネジメント分野においては， レッドクイーン効果は，企業聞の競争環境における組織進
化の説明原理として使用され， レッドクイーンは「競争上のライバル」として捉えられてい
る (Delacourand Liarte. 2012)。レッドクイーン効果は，組織学習 (March.1988) と組織生
















はそうではないことを定量的に明らかにした。 Barnettand Hansen (1996)は.19∞年から
1993年までの米国イリノイ州にある 2970の商業銀行を対象に組織の倒産率を調査した。その
結果，組織が非常に異なった競争相手群と対崎した時，生存率が高くなること等を定量的に示
した。 Barnettand Sorensen (2∞2)は. 1996年において調査したイリノイ州の商業銀行を対
象に，成長率等についての調査をした。その結果.激しい競争プレッシャー.新規参入に対す
る素早い参入障壁の形成が，プラスの効果を有することを定量的に示した。 Pamela.Maggitti. 








































(2)競争|貫性仮説 (CompetitiveInertia hypothesis) 
組織生態学においては， 変革プロセスというのは 変革がすでに確立された組織ルーチンや
手続き，能力やアイデンティティといったものを破壊するため危険であるとする。確固たる地
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I http・// www.soumu.go.jp/main_sosiki/hunso/ case/houkoku/pdf/y _22_08.pdf 
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音声と低速データの通信であった。 1992年には デジタル通信電話が発売された。これが進
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(出所)情報通信白瞥(平成24年版) 図表2-2 -1 -1. 162頁。
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の主旨ならびに結論に大きな影響をおよぼすものであることから，それらを取り入れ，英語にて改訂したもの
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強い紐帯モデル(本論文にてSocial Capital Modelに修正)とフリーライドモデルを漸進的，弱い紐
帯モデルと構造的空隙モデルを急進的と分類するには無理がある。確かに.強い紐帯モデルは，知の活
用に適合的であり.i新進的イノベーションと関係がある。しかし，論文では知の活用や探索とネットワ}
クとの関係に関する根拠を示しておらず説明不足である。また，フリーライダーモデルは，情報の効率
的伝播にかかわるモデルであり，漸進的イノベーションとは関連づけられない。同様に. ~lìい紐帯の強
さモデルと構造的空隙モデルは 知の探索に適合的であることから急進的イノベーションと関係がある
かもしれない。しかしそのこと自体をまず明らかにしてから関連性を述べる必要がある。むしろ，分
析対象がネットワーク全体を指すのか，ネットワークを構成する個々のアクターなのかによって分類す
るのが妥当であり，説明と図を修正すべきである。
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アクターの行動前提のほうが妥当であり.説明と図を修正すべきである。
また，協調と競争によってタイプ分けする場合，フリーライダーモデルも構造的空隙モデルもアクター聞の
関係は競争的であるとは限らないことから，この視点によって分けることは不適切ではないかとの指摘があっ
た。この点に関しては，ソーシャルキャピタルモデルや弱い紐帯の強さモデルがアクター聞の協調を前提とし
ているのに対し，フリーライダーモデルや構造的空隙モデルは，協調のみを前提としているわけではなく.ア
クターが場合によっては競争する関係にあるといった意味において競争 (competition)としているとした。J
